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専第３号 

   専決処分の承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、各務原市

税条例等の一部を改正する条例を定めることについて専決処分したので、同条第３項

の規定により、これを報告し、承認を求める。 

  平成２８年６月３日報告 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

専決第８号 

   各務原市税条例等の一部を改正する条例を定めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、各務原市

税条例等の一部を改正する条例を定めることについて、次のとおり専決処分する。 

  平成２８年３月３１日 

                   各務原市長  浅 野 健 司      
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 各務原市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２８年３月３１日 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

各務原市条例第２４号 
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各務原市税条例等の一部を改正する条例 

（各務原市税条例の一部改正） 

第１条 各務原市税条例（昭和３８年条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

第４１条第２項第１号中「又は名称、住所若しくは居所又は事務所若しくは事業

所の所在地及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。）又は法人番号」を「及

び住所又は居所（法人にあっては、名称、事務所又は事業所の所在地及び法人番号）」

に改める。 

第４４条中「又は第１２号の固定資産」を「若しくは第１２号の固定資産又は同

項第１６号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の

養成所において直接教育の用に供するものに限る。）」に、「独立行政法人労働者

健康福祉機構」を「独立行政法人労働者健康安全機構」に改める。 

第４７条中「又は第１２号」を「、第１２号又は第１６号」に改める。 

第１１４条の３第２項第１号中「個人番号（行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以

下この号において同じ。）又は」を削り、「同条第１５項」を「行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第１５項」に改め、

「個人番号又は」を削る。 

第１１６条第２項中「第２３項、第２４項」を「第２２項から第２４項まで」に、

「又は第３０項から第３３項まで」を「から第３１項まで、第３３項又は第３４項」

に改める。 

附則第９条の２中「第１１項、第１５項から第２２項まで、第２４項、第２６項、

第３０項、第３４項、第３５項若しくは第４０項」を「第１３項、第１７項から第

２４項まで、第２６項、第２８項、第３２項、第３６項、第３７項、第４２項若し

くは第４５項」に、「第２８項」を「第３４項」に改める。 

附則第９条の３第４項中「附則第１５条第２項第６号」を「附則第１５条第２項

第７号」に改め、同条中第６項を第１２項とし、第５項を第１０項とし、同項の次

に次の１項を加える。 

１１ 法附則第１５条第４２項に規定する市町村の条例で定める割合は、５分の４

とする。 

附則第９条の３第４項の次に次の５項を加える。 
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５ 法附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備について同号に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

６ 法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備について同号に規定する市町

村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

７ 法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備について同号に規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

８ 法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備について同号に規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

９ 法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備について同号に規定する市町

村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

附則第９条の４第８項第５号中「費用」の次に「及び令附則第１２条第３６項に

規定する補助金等」を加える。 

附則第１１条の３及び第１２条の２の２中「第２０項」を「第１９項」に改める。 

（各務原市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 各務原市税条例の一部を改正する条例（平成２６年条例第２１号）の一部を

次のように改正する。 

  附則第１条第３号中「「３，６００円」に係る部分に限る。）」の次に「及び同

号イの改正規定」を加える。 

  附則第３条第２項中「限る。）」の次に「、同号イ」を加える。 

第３条 各務原市税条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２８号）の一部を

次のように改正する。 

  附則第５条第３項の表第８１条の４第１項の項中「第３４号の２様式」を「施行

規則第３４号の２様式」に改め、同表第８１条の４第２項の項中「第３４号の２の

２様式」を「施行規則第３４号の２の２様式」に改め、同表第８１条の４第３項の

項中「第３４号の２の６様式」を「施行規則第３４号の２の６様式」に改め、同表

第８１条の４第４項の項中「第３４号の２様式」を「施行規則第３４号の２様式」

に改め、同条第７項の表第８１条の７の項中「第８１条の７」を「第８１条の７第

１項」に改め、同条第１０項の表第７項の表以外の部分の項中「第４項」を「第４

項の」に、「第９項」を「第９項の」に、「から」を「同項から前項まで」に、「、

第５項及び」を「同項、第５項及び前項」に改め、同表第７項の表第８１条の７の

項の項中「第８１条の７」を「第８１条の７第１項」に改め、同条第１２項の表第
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７項の表以外の部分の項中「第４項」を「第４項の」に、「第１１項」を「第１１

項の」に、「から」を「同項から前項まで」に、「、第５項及び」を「同項、第５

項及び前項」に改め、同表第７項の表第８１条の７の項の項中「第８１条の７」を

「第８１条の７第１項」に改め、同条第１４項の表第７項の表以外の部分の項中「第

４項」を「第４項の」に、「第１３項」を「第１３項の」に、「から」を「同項か

ら前項まで」に、「、第５項及び」を「同項、第５項及び前項」に改め、同表第７

項の表第８１条の７の項の項中「第８１条の７」を「第８１条の７第１項」に改め

る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、

公布の日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後の各務原市税条例

（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、平成２８年度以

後の年度分の固定資産税について適用し、平成２７年度分までの固定資産税につい

ては、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第９条の３第５項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）第１条の規

定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「新法」という。）

附則第１５条第３３項第１号イに規定する設備に対して課する平成２９年度以後の

年度分の固定資産税について適用する。 

３ 新条例附則第９条の３第６項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第１号ロに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

４ 新条例附則第９条の３第７項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第２号イに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

５ 新条例附則第９条の３第８項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第２号ロに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 
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６ 新条例附則第９条の３第９項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得さ

れる新法附則第１５条第３３項第２号ハに規定する設備に対して課する平成２９年

度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

７ 新条例附則第９条の３第１１項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得

される新法附則第１５条第４２項に規定する家屋及び償却資産に対して課する平成

２９年度以後の年度分の固定資産税について適用する。 

８ 新条例附則第９条の４第８項第５号の規定は、平成２８年４月１日以後に改修さ

れる新法附則第１５条の９第９項に規定する熱損失防止改修住宅又は同条第１０項

に規定する区分所有に係る家屋に対して課する平成２９年度以後の年度分の固定資

産税について適用する。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第３条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成

２８年度以後の年度分の都市計画税について適用し、平成２７年度分までの都市計

画税については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第９条の３第１１項の規定は、平成２８年４月１日以後に新たに取得

される新法附則第１５条第４２項に規定する家屋に対して課する平成２９年度以後

の年度分の都市計画税について適用する。 
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議第６４号 

各務原市税条例等の一部を改正する条例について 

各務原市税条例等の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

平成２８年６月３日提出 

各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

地方税法の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、この条例を定めようとする。 
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各務原市税条例等の一部を改正する条例 

 （各務原市税条例の一部改正） 

第１条 各務原市税条例（昭和３８年条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

第９条中「及び第２号」を「、第２号及び第５号」に、「当該各号」を「第１号

から第４号まで」に改め、「掲げる期間」の次に「並びに第５号及び第６号に定め

る日までの期間」を加え、同条第２号中「第３８条第１項の申告書（法第３２１条

の８第１項、第２項、第４項又は第１９項の規定による申告書に限る。）、」を削

り、同条第３号中「第３８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２

３項の申告書を除く。）、」を削り、同条に次の２号を加える。 

（５）第３８条第１項の申告書（法第３２１条の８第１項、第２項、第４項又は第

１９項の規定による申告書に限る。）に係る税額（次号に掲げるものを除く。） 

 当該税額に係る納期限の翌日から１月を経過する日 

（６）第３８条第１項の申告書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書

を除く。）でその提出期限後に提出したものに係る税額 当該提出した日又は

その日の翌日から１月を経過する日 

第３３条第１項中「規定によって」を「規定により」に、「においては」を「に

は」に、「次項」を「この条」に、「総称する」を「いう」に改め、同条第２項中

「各納期限」の次に「（納期限の延長があったときは、その延長された納期限とす

る。次項及び第４項において同じ。）」を加え、同条第３項中「から第１項」を「か

ら同項」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第２項の場合において、所得税の納税義務者が修正申告書を提出し、又は国の

税務官署が所得税の更正（納付すべき税額を増加させるものに限り、これに類す

るものを含む。以下この項において「増額更正」という。）をしたとき（国の税

務官署が所得税の更正（納付すべき税額を減少させるものに限り、これに類する

ものを含む。以下この項において「減額更正」という。）をしたことに基因して、

第１項の規定によりその賦課した税額が減少した後に、その賦課した税額が増加

したときに限る。）は、その追徴すべき不足税額（当該減額更正前に賦課した税

額から当該減額更正に基因して変更した税額を控除した金額（還付金の額に相当

する税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限る。）については、

次に掲げる期間（令第４８条の９の９第４項各号に掲げる市民税にあっては、第

１号に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 
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（１）第３１条の各納期限の翌日から当該減額更正に基因して変更した税額に係る

納税通知書が発せられた日までの期間 

（２）当該減額更正に基因して変更した税額に係る納税通知書が発せられた日（当

該減額更正が更正の請求に基づくものである場合には、同日の翌日から起算し

て１年を経過する日）の翌日から増額更正に基因して変更した税額に係る納税

通知書が発せられた日までの期間 

第３８条第３項及び第４項中「の申告書」を「に規定する申告書」に、「場合で」

を「場合において、」に改め、同条中第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、

第４項の次に次の１項を加える。 

５ 第３項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下こ

の項において「修正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告書に

係る市民税について同条第１項、第２項、第４項又は第１９項に規定する申告書

（以下この項において「当初申告書」という。）が提出されており、かつ、当該

当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正（これに類するものを

含む。以下この項において「減額更正」という。）があった後に、当該修正申告

書が提出されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出により納付すべき税額

（当該当初申告書に係る税額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するま

での部分に相当する税額に限る。）については、次に掲げる期間（詐偽その他不

正の行為により市民税を免れた法人が法第３２１条の１１第１項又は第３項の規

定による更正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市民税又は令

第４８条の１６の２第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期間に

限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

（１）当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が当

該申告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日から

当該減額更正の通知をした日までの期間 

（２）当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの（法

人税に係る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正（法人

税に係る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合には、当該

減額更正の通知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から当

該修正申告書を提出した日（法第３２１条の８第２３項の規定の適用がある場

合において、当該修正申告書がその提出期限前に提出されたときは、当該修正
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申告書の提出期限）までの期間 

第３９条第２項中「についても」を「がある場合には、」に、「によるものとす

る。なお」を「とし、」に、「ときは」を「場合には」に改め、同条第３項中「の

申告書」を「に規定する申告書」に、「場合にあっては」を「場合には」に改め、

「受けたこと」の次に「。次項第２号において同じ。」を加え、同条に次の１項を

加える。 

４ 第２項の場合において、法第３２１条の８第２２項に規定する申告書（以下こ

の項において「修正申告書」という。）の提出があったとき（当該修正申告書に

係る市民税について同条第１項、第２項、第４項又は第１９項に規定する申告書

（以下この項において「当初申告書」という。）が提出されており、かつ、当該

当初申告書の提出により納付すべき税額を減少させる更正（これに類するものを

含む。以下この項において「減額更正」という。）があった後に、当該修正申告

書が提出されたときに限る。）は、当該修正申告書の提出により納付すべき税額

（当該当初申告書に係る税額（還付金の額に相当する税額を含む。）に達するま

での部分に相当する税額に限る。）については、次に掲げる期間（詐偽その他不

正の行為により市民税を免れた法人が提出した修正申告書に係る市民税又は令第

４８条の１５の５第３項に規定する市民税にあっては、第１号に掲げる期間に限

る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

（１）当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が当

該申告に係る市民税の納期限より前である場合には、当該納期限）の翌日から

当該減額更正の通知をした日までの期間 

（２）当該減額更正の通知をした日（当該減額更正が、更正の請求に基づくもの（法

人税に係る更正によるものを除く。）である場合又は法人税に係る更正（法人

税に係る更正の請求に基づくものに限る。）によるものである場合には、当該

減額更正の通知をした日の翌日から起算して１年を経過する日）の翌日から当

該修正申告書に係る更正の通知をした日までの期間 

（各務原市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 各務原市税条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第２８号）の一部を

次のように改正する。 

  附則第５条第７項中「、新条例」を「、各務原市税条例」に、「掲げる新条例」

を「掲げる同条例」に改め、同項の表第９条第３号の項中「第３８条第１項の申告
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書（法第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書を除く。）、」を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の各務原市税条例（次項において「新条例」とい

う。）第３３条第４項の規定は、この条例の施行の日（次項において「施行日」と

いう。）以後に同条第２項に規定する納期限が到来する個人の市民税に係る延滞金

について適用する。 

２ 新条例第３８条第５項及び第３９条第４項の規定は、施行日以後に新条例第３８

条第３項又は第３９条第２項に規定する納期限が到来する法人の市民税に係る延滞

金について適用する。 
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議第６５号

   各務原市議会議員及び各務原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例について

 各務原市議会議員及び各務原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 公職選挙法施行令の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、この条例を定めよ

うとする。
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   各務原市議会議員及び各務原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例

 各務原市議会議員及び各務原市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

（平成８年条例第１５号）の一部を次のように改正する。

 第２条第２号中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改め、同条第３号中「５１０円

４８銭」を「５２５円６銭」に、「３０万１，８７５円」を「３１万５００円」に改

める。

 第４条第１項第２号ア中「１万５，３００円」を「１万５，８００円」に改め、同

号イ中「７，３５０円」を「７，５６０円」に改める。

 第４条の２中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。

   附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ 改正後の各務原市議会議員及び各務原市長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例の規定は、この条例の施行の日以後その期日を告示される選挙について

適用し、同日前にその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。
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議第６６号

   各務原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を定める条

例の一部を改正する条例について

 各務原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を定める条例の

一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 地域包括支援センターの人員配置基準を改めるため、この条例を定めようとする。
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   各務原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を定める条

例の一部を改正する条例

 各務原市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に係る基準を定める条例

（平成２６年条例第４２号）の一部を次のように改正する。

 第４条第１号ウ中「第１４０条の６８第１項」を「第１４０条の６８第１項第１号」

に、「修了した者」を「修了した者であって、当該研修又は主任介護支援専門員更新研

修（同項第２号に規定する主任介護支援専門員更新研修をいう。以下同じ。）を修了し

た日から起算して５年を超えない期間ごとに主任介護支援専門員更新研修を修了した

もの」に改める。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

 （経過措置）

２ 平成２５年度までに主任介護支援専門員研修（介護保険法施行規則（平成１１年

厚生省令第３６号）第１４０条の６８第１項第１号に規定する主任介護支援専門員

研修をいう。以下同じ。）を修了した者に対する改正後の第４条第１号ウの規定の

適用については、当該規定中「当該研修又は主任介護支援専門員更新研修（同項第

２号に規定する主任介護支援専門員更新研修をいう。以下同じ。）を修了した日か

ら起算して５年を超えない期間ごとに」とあるのは、次の表の左欄に掲げる主任介

護支援専門員研修の修了時に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

主任介護支援専門員研修の修了時 読み替える字句

平成２３年度までに修了した者 平成３１年３月３１日までに及び同日以降５年

を超えない期間ごとに同項第２号に規定する

平成２４年度及び平成２５年度に

修了した者

平成３２年３月３１日までに及び同日以降５年

を超えない期間ごとに同項第２号に規定する
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議第６７号 

各務原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例及び各務原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 各務原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例及び各務原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

  平成２８年６月３日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

指定小規模多機能型居宅介護の人員に係る基準を改める等のため、この条例を定め

ようとする。 

　16　



各務原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例及び各務原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

（各務原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正） 

第１条 各務原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２５年条例第９号）の一部を次のように改正する。 

 第８２条第６項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の同一敷地内に中欄

に掲げる施設等のいずれかがある場合の項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所」の次に「、指定地域密着型通所介護事業所」を加える。 

（各務原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準を定める条例の一部改正） 

第２条 各務原市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定める条例（平成２５年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

  第４４条第６項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の同一敷地

内に中欄に掲げる施設等のいずれかがある場合の項中「指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所」の次に「、指定地域密着型通所介護事業所」を加える。 

 第８６条中「第３９条まで」を「第３９条（第５項を除く。）まで」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第６８号

各務原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例について

 各務原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正

する条例を次のように定めるものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 職員配置に係る特例を定める等のため、この条例を定めようとする。
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各務原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例

 各務原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

条例第２９号）の一部を次のように改正する。

 第２８条第７号イの表４階以上の階の部避難用の項第１号中「外気に向かって開く

ことのできる窓若しくは排煙設備（同条第３項第１号に規定する国土交通大臣が定め

た構造方法を用いるものその他有効に排煙することができると認められるものに限

る。）を有する付室」を「付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を有する

場合を除き、同号に規定する構造を有するものに限る。）」に、「同条第３項第２号、

第３号及び第９号」を「同条第３項第３号、第４号及び第１０号」に改める。

 第２９条第３項及び第３１条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」

に改める。

 第４３条第８号イの表４階以上の階の部避難用の項第１号中「外気に向かって開く

ことのできる窓若しくは排煙設備（同条第３項第１号に規定する国土交通大臣が定め

た構造方法を用いるものその他有効に排煙することができると認められるものに限

る。）を有する付室」を「付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を有する

場合を除き、同号に規定する構造を有するものに限る。）」に、「同条第３項第２号、

第３号及び第９号」を「同条第３項第３号、第４号及び第１０号」に改める。

 第４４条第３項及び第４７条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」

に改める。

 附則に次の４項を加える。

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例）

６ 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園（子ども・子育て支援法第２

７条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等が不足しているこ

とに鑑み、当分の間、第２９条第２項各号又は第４４条第２項各号に定める数の合

計数が１となるときは、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の数

は、１人以上とすることができる。ただし、配置される保育士の数が１人となると

きは、当該保育士に加えて、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める

者を置かなければならない。

７ 前項の事情に鑑み、当分の間、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保

育士の数の算定については、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免
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許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２項に規定する普通

免許状をいう。）を有する者を、保育士とみなすことができる。

８ 附則第６項の事情に鑑み、当分の間、１日につき８時間を超えて開所する小規模

保育事業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事業所（以下この項において「小規模保

育事業所Ａ型等」という。）において、開所時間を通じて必要となる保育士の総数

が当該小規模保育事業所Ａ型等に係る利用定員の総数に応じて置かなければならな

い保育士の数を超えるときは、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育

士の数の算定については、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が認める者

を、開所時間を通じて必要となる保育士の総数から利用定員の総数に応じて置かな

ければならない保育士の数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみなすことがで

きる。

９ 前２項の規定を適用するときは、保育士（法第１８条の１８第１項の登録を受け

た者をいい、第２９条第３項若しくは第４４条第３項又は前２項の規定により保育

士とみなされる者を除く。）を、保育士の数（前２項の規定の適用がないとした場

合の第２９条第２項又は第４４条第２項により算定されるものをいう。）の３分の

２以上置かなければならない。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議第６９号

各務原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例について

 各務原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 個人番号の利用の範囲を改めるため、この条例を定めようとする。

　21　



各務原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例

第１条 各務原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年

条例第３７号）の一部を次のように改正する。

別表第１の５の項を次のように改める。

５ 削除

別表第２の１３の項中

「

外国人生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

を

「

生活保護関係情報であって規則

で定めるもの

外国人生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの
に

中国残留邦人等支援給付等関係

情報であって規則で定めるもの

」

」

改め、同表１９の項中

「

障害者自立支援給付関係情報で

あって規則で定めるもの
を

「

に
障害者自立支援給付関係情報で

あって規則で定めるもの準保護福祉医療費関係情報であ

って規則で定めるもの 」

」

改め、同表２４の項を次のように改める。

２４ 削除

第２条 各務原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を次の

ように改正する。

第３条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（個人番号の利用範囲）」を

付し、同条の次に次の１条を加える。

第３条の２ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園（子

ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２７条第１項に規定する特定

教育・保育施設を除く。以下「幼稚園」という。）は、別表第１の５の項の右欄

に掲げる事務の処理に関して必要とされる他人の個人番号を記載した書面の提出

その他の他人の個人番号を利用した事務を行うことができる。

別表第１の５の項を次のように改める。
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５ 市長 幼稚園の設置者又は園長（以下「設置者等」という。）に対

し、当該幼稚園に就園する幼児に係る入園料及び保育料の減

免をする場合に交付する補助金の交付に関する事務であって

規則で定めるもの

別表第２の１９の項中「（平成２４年法律第６５号）」を削り、同表２４の項を

次のように改める。

２４ 市長 幼稚園の設置者等に対し、当

該幼稚園に就園する幼児に

係る入園料及び保育料の減

免をする場合に交付する補

助金の交付に関する事務で

あって規則で定めるもの

地方税関係情報であって規則で定

めるもの

外国人生活保護関係情報であって

規則で定めるもの

生活保護関係情報であって規則で

定めるもの

中国残留邦人等支援給付等関係情

報であって規則で定めるもの

児童扶養手当関係情報であって規

則で定めるもの

附 則

この条例中第１条の規定は公布の日から、第２条の規定は平成２９年４月１日から

施行する。
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議第７０号

各務原市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について

各務原市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。

平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、関係規定

を整備するため、この条例を定めようとする。

　24　



各務原市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

 各務原市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。

附則第５条第２項の表１の項右欄中「０．８６」を「０．８８」に改め、同表２の

項右欄中「０．９１（第１級又は第２級」を「０．９２（第１級」に、「０．９０」を

「０．９１」に改め、同条第５項の表中「０．８６」を「０．８８」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の附則第５条第２項及び第５項の規定は、平成２８年４月１日以後に支給

すべき事由の生じた傷病補償年金及び休業補償並びに同日前に支給すべき事由の

生じた同日以後の期間に係る傷病補償年金について適用し、同日前に支給すべき事

由の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金及び同日前に支給すべき事由の生じ

た休業補償については、なお従前の例による。
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議第７１号 

   各務原市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例について 

各務原市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとす

る。 

  平成２８年６月３日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

提案理由 

 電気事業法等の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、この条例を定めようと

する。
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各務原市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

各務原市道路占用料徴収条例（昭和５７年条例第２１号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第５項第３号中「第２条第１項第１０号に規定する電気事業者（卸供給事業

者を除く。）」を「第２条第１項第１７号に規定する電気事業者（同項第３号に規定

する小売電気事業者を除く。）」に改め、同項第５号中「第一種電気通信事業者」を

「電気通信設備（電気通信事業法第２条第５号の電気通信事業者が設置する同条第２

号の電気通信設備をいう。）」に改める。 

       「             「 

別表中 

令第７条第８号に

掲げる施設並びに

同条第９号に掲げ

る施設及び自動車

駐車場 

を 

令第７条第９号に

掲げる施設並びに

同条第１０号に掲

げる施設及び自動

車駐車場 

 に改める。 

                 」             」 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第７２号

   各務原市都市景観条例の一部を改正する条例について

 各務原市都市景観条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

 電気事業法の一部改正に伴い、関係規定を整備するため、この条例を定めようとす

る。
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   各務原市都市景観条例の一部を改正する条例

 各務原市都市景観条例（平成１８年条例第１９号）の一部を次のように改正する。

 第２条第２号ア中「架空電線路用並びに」を「架空電線路用及び」に、「第２条第

１項第１０号」を「第２条第１項第１７号」に改め、「及び同項第１２号に規定する

卸供給事業者」を削る。

   附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議第７３号

   財産の取得について

 次のとおり財産を取得するものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

１ 取得する物件

  地方自治体情報セキュリティ強化対策事業機器

  （内訳）

品 名 数 量

通信機器 一式

リモートデスクトップ用サーバ機器 一式

リモートデスクトップ用システムソフトウェア及び周辺機器 一式

生体認証機器 一式

２ 取得の方法   指名競争入札

３ 取得の価格   ４６，００８，０００円

４ 取得の相手方  岐阜市日置江１丁目５８番地

           株式会社電算システム 

            代表取締役 田 中 靖 哲
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※ 調達対象機器等

※インターネット系
権限データ保存管理サーバ

※インターネット系
権限管理サーバ

搭載ゲストサーバ（OS）
1.外部ネットワークファイルサーバ
2.外部権限管理サーバ副
3.外部操作状況監視・管理サーバ
4.PDF変換機能サーバ

※インターネット連絡用
内部ファイルサーバ

※個人番号利用事務系
生体認証サーバ（管理ソフトを含む。）

※個人番号利用事務系
権限管理サーバ

搭載ゲストサーバ（OS）
1.ファイルサーバ
2.ウィンドウズ更新ファイル用サーバ
3.権限管理サーバ副
4.操作状況監視・管理サーバ
5.ウイルス対策サーバ

※生体認証装置
（４００台）
ソフトウェアを含む。

※リモートデスクトップ用負荷分散装置
冗長化構成（2台構成）

※通信制御装置
（ファイル無害化機器）

インターネット

※インターネット系仮想サーバ

概要図

個人番号利用事務系

ネットワーク制御用機器

ＬＧＷＡＮ（内部事務）接続系

職員端末
※リモートデスクトップ
端末用ライセンス
１０００ライセンス

※通信機器

※通信機器

※リモートデスクトップ対応監視管理ソフト
600ライセンス バージョンアップ

リモートデスクトップ用サーバ
※RDS-SERVER 1

リモートデスクトップ用サーバ
※RDS-SERVER 2

リモートデスクトップ用サーバ
※RDS-SERVER 3

※個人番号利用事務系仮想サーバ

資
料

　
3
1
　



議第７４号

   財産の取得について 

 次のとおり財産を取得するものとする。 

  平成２８年６月３日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

１ 取得する物件  水槽付消防ポンプ自動車 

２ 取得の方法   随意契約 

３ 取得の価格   ５５，０８４，２４０円

４ 取得の相手方  岐阜市金園町３丁目２５番地  

           株式会社ウスイ消防  

            代表取締役 臼 井 潔 
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議第７５号

   市道路線の認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次のとおり市道

路線を認定するものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

開発行為により設置された道路を市道として認定しようとする。

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道 

蘇南１３２号線

各務原市蘇原村雨町２丁目３０番１０    地先から

各務原市蘇原村雨町２丁目３１番７     地先まで

市道 

蘇北７８６号線

各務原市蘇原吉野町３丁目１２４番３    地先から

各務原市蘇原吉野町３丁目１２４番１    地先まで

市道 

蘇北７８７号線

各務原市蘇原花園町３丁目１９番１     地先から

各務原市蘇原花園町３丁目１９番５     地先まで
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1:1500
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議第７６号

   市道路線の廃止及び認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項及び第８条第２項の規定によ

り、次のとおり市道路線を廃止及び認定するものとする。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

提案理由

開発行為に伴い、市道路線の再編成をするため、それぞれ廃止及び認定しようとす

る。

１ 廃止路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道 

蘇北７３１号線

各務原市蘇原東栄町１丁目４７番１     地先から

各務原市蘇原東栄町１丁目４５番５     地先まで

２ 認定路線

路線名
起      点 重要な

経過地終      点

市道 

蘇北７３１号線

各務原市蘇原東栄町１丁目４５番３１    地先から

各務原市蘇原東栄町１丁目４５番３６    地先まで

市道 

蘇北７８８号線

各務原市蘇原東栄町１丁目４５番１     地先から

各務原市蘇原東栄町１丁目４５番２１    地先まで

市道 

蘇北７８９号線

各務原市蘇原東栄町１丁目４５番３４    地先から

各務原市蘇原東栄町１丁目４５番３８    地先まで
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議第７７号 

   各務原市教育委員会委員の任命について 

 各務原市教育委員会委員に次の者を任命したいので、議会の同意を求める。 

  平成２８年６月３日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

住  所  各務原市蘇原旭町※※※※※※※※※ 

氏  名  鈴 木 み ず ほ 

生年月日  昭和４４年※※月※※日 

提案理由 

 各務原市教育委員会委員梶浦玲子氏の任期が６月３０日に満了するため、その後任

に鈴木みずほ氏を任命しようとする。 
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議第７８号

   各務原市固定資産評価員の選任について

 各務原市固定資産評価員に次の者を選任したいので、議会の同意を求める。

  平成２８年６月３日提出

                   各務原市長  浅 野 健 司     

住  所  愛知県一宮市木曽川町※※※※※※※

氏  名  岩 田 智 也

生年月日  昭和３７年※※月※※日

提案理由

各務原市固定資産評価員谷野好伸氏から辞任の申出があったため、その後任に岩

田智也氏を選任しようとする。
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議第７９号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員候補者として次の者を推薦したいので、議会の意見を求める。 

  平成２８年６月３日提出 

                   各務原市長  浅 野 健 司      

住  所  各務原市那加桐野町※※※※※※※※ 

氏  名  村 瀬 み ど り 

生年月日  昭和２９年※※月※※日 

提案理由 

 人権擁護委員浅野妙子氏の任期が９月３０日に満了するため、その後任の候補者に

村瀬みどり氏を推薦しようとする。 
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